
令和４年度 改正育児・介護休業法等
オンライン説明会

愛媛労働局 雇用環境・均等室

• 第１回 令和４年８月 ２日（火）13:30～15:00
• 第２回 令和４年８月 ４日（木）13:30～15:00
• 第３回 令和４年８月２４日（水）13:30～15:00
• 第４回 令和４年８月２５日（木）13:30～15:00
• 第５回 令和４年８月２６日（金）13:30～15:00



次 第

１ 開会

２ 改正育児・介護休業法について (約45分)

３ 労働施策総合推進法に基づくパワーハラスメント防止措置について
(約30分)

４ 労働基準法に基づく時間外労働の上限規制等について (約15分)

５ 愛媛労働局からのお知らせ

６ 閉会



本日の説明会でのお願い

●名前は「受付番号」に設定願います。受付番号は、受付完了メールに記載し
ています。

●音声はミュート（マイクオフ）に設定願います。

●ご質問につきましては、説明会終了後、愛媛労働局雇用環境・均等室（089-
935-5222）までお電話ください。本日は多数のご参加をいただいておりま
すので、恐れ入りますが、チャットやウェブ経由でのご質問はお受けいたし
ません。

●使用する資料は、愛媛労働局ホームページに掲載しています。あらかじめダ
ウンロード等してご準備ください。

（「新着情報一覧」ｰ「雇用環境・均等室からのお知らせ」）



2021年4月1日

厚生労働省 愛媛労働局

雇用環境・均等室

育児・介護休業法の改正について
～男性の育児休業取得促進等～



１．改正の背景

２．改正法の全体像

３．改正の各内容

3－１．雇用環境整備、個別の周知と意向確認

3－２．有期雇用労働者の要件緩和

3－３．「産後パパ育休」(出生時育児休業)、分割取得

3－４．育児休業取得率の公表

４．中小企業等への支援
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１．改正の背景
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育児休業取得率の推移
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○育児休業取得率は、女性は８割台で推移している一方、男性は上昇傾向にあるものの女性に
比べ低い水準となっている（令和２年度：12.65％）。

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

（※） 平成22年度以前調査においては、調査前年度の１年間。
（注） 平成23年度の［ ］内の割合は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

育児休業取得率＝ 出産者のうち、調査年の10月1日までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をしている者を含む。）の数
調査前年の9月30日までの１年間（※）の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数

女性 男性（％） （％）

（年度） （年度）

0.12
0.42 0.33 0.56 0.5

1.56 1.23
1.72

1.38

2.63

1.89 2.03
2.3

2.65

3.16

5.14

6.16

7.48

12.65

0

2

4

6

8

10

12

8 11 14 16 17 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

49.1

56.4

64.0
70.6

72.3

89.7 90.6

85.6
83.7

87.8
83.6

83.0

86.6

81.5
81.883.2

82.2
83.0
81.6

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

8 11 14 16 17 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

[ ]

政府目標
令和２（2020）年：13％
令和７（2025）年：30％

[ ]



育児休業の取得状況と取得希望（男性・正社員）
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○ 「男性・正社員」について、出産・育児のためになんらかの休暇・休業の取得を希望していた者のうち、
育児休業制度の利用を希望して利用した割合は19.9％となっている。一方、育児休業制度の利用を希望して
いたが、利用しなかった割合は37.5％となっている。

育児休業制度の利用を希望し、利用した割合 19.9％
育児休業制度の利用を希望し、利用しなかった割合 ①＋②＝37.5％

男性・正社員が利用した育児休業制度の利用状況および利用希望

19.9% 24.7% 24.2% 12.8%

4.3%

14.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業制度

(n=462)

制度を利用した

制度を利用しなかったが､利用したかった

制度を利用しておらず､利用したいとも思わなかった

制度を利用したかった

制度を利用したいと思わなかった

わからない

会社に制度があった

会社に制度がなかった

・・・・・・①

・・・・・・②

① ②

※就業形態は末子妊娠判明時のもの。

※末子の出産・育児を目的として休暇・休業を取得したかについて、「休暇・休業を取得した」
「休暇・休業の取得を申請したことがあるが、休暇・休業を取得できなかった」「休暇・休業の
取得を希望していたが、休暇・休業を申請しなかった」と回答した者（49.3％）を母数とする。

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「仕事と育児等の両立に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（平成30年度）



育児休業制度を利用しなかった理由

5

○ 「男性・正社員」について、育児休業制度を利用しなかった理由をみると、「収入を減らしたくなかったから」、
「職場が育児休業制度を取得しづらい雰囲気だったから、または会社や上司、職場の育児休業取得への理解
がなかったから」、「自分にしかできない仕事や担当している仕事があったから」が多くなっている。

※就労形態は末子妊娠判明時のもの。

※末子の育児のための休暇・休業制度のうち育児
休業において、「制度を利用した」と選択しなかった
回答者を集計対象とする。
※複数回答 25.2%

13.5%

9.0%
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41.4%

27.3%

21.3%

0% 20% 40%

わからない

その他

育児休業は男性ではなく女性が取得するものだと思って

いたから

育児休業を取得しなくても育児参加しやすい働き方や

職場環境だったから

家族や保育所などの保育サービス等自分以外に育児の担い手がいたから

配偶者や家族から育児休業の取得に対して後押しがなか

ったから、または反対があったから

昇給や昇格など、今後のキャリア形成に悪影響がありそう

だと思ったから

自分にしかできない仕事や担当している仕事があったから

休業から復職する際に、仕事や職場の変化に対応できない

と思ったから

残業が多い等、業務が繁忙であったから

休業取得によって、仕事がなくなったり、契約終了

（解雇）の心配があったから

収入を減らしたくなかったから

職場が育児休業制度を取得しづらい雰囲気だったから、または会社や上司、職場の育児休業

取得への理解がなかったから

会社で育児休業制度が整備されていなかったから

男性・正社員
(n=769)

女性・正社員
(n=111)

出典：厚生労働省委託事業 「令和２年度 仕事と育児等の両立に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（株式会社日本能率協会総合研究所）



妊娠・出産を会社に伝えた際に会社から受けた説明や働きかけ
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※複数回答
※就労形態は末子妊娠判明当時のもの。

出典：厚生労働省委託事業 「令和２年度 仕事と育児等の両立に関する実態把握のための調査研究事業報告書」（株式会社日本能率協会総合研究所）



子の出生前後の男性の休暇の取得状況
（育児休業取得促進への取組・上司の理解の有無別）
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末子の妊娠中から出生後２か月以内の休暇（※）について、制度・取組・上司のうち２つ以上が揃っている職場で
は、取得した者の割合が高く、配偶者出産休暇制度はあるが取組と上司の理解がない職場、配偶者出産休暇制度その
ものがない職場では、取得割合が低下する。
（※）「休暇」：年次有給休暇、代休、配偶者出産休暇など出産に係る特別休暇、育児休業や、その他勤務先の制度を利用した半日又は１日以上の休暇。

（注）調査対象：３つの要件（①日本国内（全国）に住む既婚男性 20～59 歳、②2018 年１月～12 月に配偶者が出産した子供と同居している、③該当する子供の誕生時点で被雇用者）を満たす者

（出典）内閣府委託事業「男性の子育て目的の休暇取得に関する調査研究」（株式会社インテージリサーチ）（令和元年９月）

※ 制度あり：勤務先に「（配偶者出産休暇制度が）あった」と回答した者
※ 取組あり：「男性の育児休業の取得に関する説明会や広報」「上司からの育児休業取得への声かけ」「男性の育児参加体験者の体験談等の共有」のうち、１つ以上で「取組があっ

た」と回答した者
※ 上司あり：末子出生当時の直属の上司の特徴について、「残業をできるだけ減らすよう、業務改善・効率化等を行う人を評価している」「率先して有給休暇を取得している」「率先

して早く帰るようにしている」「職場以外での活動に積極的に参加している」「男性の子育て参加に対して理解がある」のうち１つ以上で「あてはまる」「まああてはま
る」と回答した者

※ 「産前・産後取得」「産前のみ取得」「産後のみ取得」を合算して「取得」としている。



２．改正法の全体像
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育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の

一部を改正する法律の概要（令和３年法律第58号、令和３年６月９日公布）

出産・育児等による労働者の離職を防ぎ、希望に応じて男女ともに仕事と育児等を両立できるようにするため、子の出生直後の時
期における柔軟な育児休業の枠組みの創設、育児休業を取得しやすい雇用環境整備及び労働者に対する個別の周知・意向確認
の措置の義務付け、育児休業給付に関する所要の規定の整備等の措置を講ずる。

改正の趣旨

・２及び５：令和４年４月１日
・１、３及び６：令和４年10月１日（ただし、６②については令和３年９月１日）
・４：令和５年４月１日 等

施行期日

改正の概要

１ 男性の育児休業取得促進のための子の出生直後の時期における柔軟な育児休業の枠組み『産後パパ育休』の創設 【育児・介護休業法】

子の出生後８週間以内に４週間まで取得することができる柔軟な育児休業の枠組みを創設する。
①休業の申出期限については、原則休業の２週間前までとする。 ※現行の育児休業（１か月前）よりも短縮
②分割して取得できる回数は、２回とする。
③労使協定を締結している場合に、労働者と事業主の個別合意により、事前に調整した上で休業中に就業することを可能とする。

２ 育児休業を取得しやすい雇用環境整備及び妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置の義務付け
①育児休業の申出・取得を円滑にするための雇用環境の整備に関する措置
②妊娠・出産（本人又は配偶者）の申出をした労働者に対して事業主から個別の制度周知及び休業の取得意向の確認のための措置
を講ずることを事業主に義務付ける。

３ 育児休業の分割取得
育児休業（１の休業を除く。）について、分割して２回まで取得することを可能とする。

４ 育児休業の取得の状況の公表の義務付け
常時雇用する労働者数が1,000人超の事業主に対し、育児休業の取得の状況について公表を義務付ける。

５ 有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和
有期雇用労働者の育児休業及び介護休業の取得要件のうち「事業主に引き続き雇用された期間が１年以上である者」であることという要件を廃止
する。ただし、労使協定を締結した場合には、無期雇用労働者と同様に、事業主に引き続き雇用された期間が１年未満である労働者を対象から除外
することを可能とする。

６ 育児休業給付に関する所要の規定の整備 【雇用保険法】
①１及び３の改正を踏まえ、育児休業給付についても所要の規定を整備する。
②出産日のタイミングによって受給要件を満たさなくなるケースを解消するため、被保険者期間の計算の起算点に関する特例を設ける。

9



３－１．雇用環境整備、個別の周知と意向確認

【令和４年４月１日施行】
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育児休業を取得しやすい雇用環境整備 及び
妊娠・出産の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置の義務付け

育児休業と産後パパ育休の申し出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下のいずれかの措置を講じなけれ
ばなりません。（→p13参照）

※雇用環境整備、個別周知・意向確認とも、産後パパ育休については、令和４年10月１日から対象。

２．育児休業を取得しやすい雇用環境の整備

① 育児休業・産後パパ育休に関する研修の実施

② 育児休業・産後パパ育休に関する相談体制の整備（相談窓口設置等）

③ 自社の労働者の育児休業・産後パパ育休取得事例の収集・提供

④ 自社の労働者へ育児休業・産後パパ育休制度と育児休業取得促進に関する方針の周知

本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出た労働者に対して、事業主は育児休業制度等に関する以下の
事項の周知と休業の取得意向の確認を、個別に行わなければなりません。（→p12参照）

１．妊娠・出産（本人または配偶者）の申し出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置

改正後の制度の概要

周 知 事 項

① 育児休業・産後パパ育休に関する制度

② 育児休業・産後パパ育休の申し出先

③ 育児休業給付に関すること

④ 労働者が育児休業・産後パパ育休期間について負担すべき社会保険料の取り扱い

個 別 周 知 ・
意向確認の方法

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか
注：③④は労働者が希望した場合のみ

11
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実務上のポイント①

措 置 実 施 の 際 の 留 意 事 項 （ 指 針 ※ よ り ( 以 下 同 じ ) ）

① 育児休業に関する制度等を知らせる措置及び育児休業申出に係る労働者の意向を確認するための措置は、労働者による育児休業申
出が円滑に行われるようにすることを目的とするものであることから、取得を控えさせるような形での周知及び意向確認の措置の実施は、
法第21条第１項の措置の実施とは認められないものであること。

② 育児休業申出に係る労働者の意向を確認するための措置については、事業主から労働者に対して、意向確認のための働きかけを行え
ばよいものであること。

※指針：子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置等に関する指針（平成21年厚生労働省告示第509号）

● 妊娠・出産（本人または配偶者）の申し出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置

・・・・・その他のポイント・・・・・

○ 上記指針事項②は、意向確認の措置は、面談／書面の交付／FAX／電子メール等のいずれかの措置を行えばよいことを示したものです。

○ 個別周知や意向確認の措置の実施にご活用いただける素材を、厚生労働省のウェブサイトに掲載しています（詳細次ページ）。

○ 措置は、労働者が希望の日から円滑に育児休業を取得することができるように配慮し、適切な時期に実施することが必要です。具体的には、

・ 妊娠・出産の申出が出産予定日の１か月半以上前に行われた場合：出産予定日の１か月前までに、
・ それ以降に申出があった場合でも、出産予定日の１か月前までに申出が行われた場合：２週間以内、出産予定日の１か月前から２週間前の間

に申出が行われた場合：１週間以内など、できる限り早い時期に措置を行うことが必要であり、
・ 出産予定日の２週間前以降に申出があった場合や、子の出生後に申出があった場合は、できる限り速やかに措置を行うことが必要。

○ 「妊娠・出産」の申出については、「妊娠・出産」に準ずる以下の事実を事業主に申し出ることも、ここでの「申出」に当たります。

・ 労働者が特別養子縁組に向けた監護期間にある子を養育していること、養育する意思を明示したこと
・ 労働者が養子縁組里親として委託されている子を養育していること、受託する意思を明示したこと 等

12
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実務上のポイント②

● 育児休業を取得しやすい雇用環境の整備

措 置 実 施 の 際 の 留 意 事 項 （ 指 針 ）

① 雇用環境の整備の措置を講ずるに当たっては、短期はもとより１か月以上の長期の休業の取得を希望する労働者が希望するとおりの期
間の休業を申出し取得できるように配慮すること。

② 雇用環境の整備の措置を講ずるに当たっては、可能な限り、複数の措置を行うことが望ましいものであること。

・・・・・その他のポイント・・・・・

○ 雇用環境の環境整備措置は、p11にあるとおり、①研修、②相談窓口設置、③自社の育休取得の事例提供、④制度と育休取得促進に関する方針の周知
のいずれかを実施することが必要ですが、その際に活用できる素材を、厚生労働省のウェブサイトに掲載しています。

① 「研修」は、全労働者を対象とすることが望ましいですが、少なくとも管理職については、研修を受けたことがある状態にすることが必要です。
② 「相談体制の整備」は、相談体制の窓口の設置や相談対応者を置き、これを周知することを意味します。窓口を形式的に設けるだけでなく、実質的な対応が

可能な窓口が設けられていることが必要であり、また、労働者に対する窓口の周知等により、労働者が利用しやすい体制を整備しておくことが必要です。
③ 「自社の育休取得の事例提供」は、自社の育児休業の取得事例を収集し、当該事例の掲載された書類の配付やイントラネットへの掲載等を行い、労働者

の閲覧に供することを意味します。提供する取得事例を特定の性別や職種、雇用形態等に偏らせず、可能な限り様々な労働者の事例を収集・提供すること
により、特定の者の育児休業の申出を控えさせることに繋がらないように配慮することが必要です。

④ 「制度と育休取得促進に関する方針の周知」は、育児休業に関する制度及び育児休業の取得の促進に関する事業主の方針を記載したものを、事業所内や
イントラネットへ掲示することを意味します。

■雇用環境整備、個別周知・意向確認に活用できる素材

厚生労働省では以下の資料をご用意しています。社内用にアレンジする等してご活用いただけます。

① 社内研修用資料、動画 https://ikumen-project.mhlw.go.jp/company/training/

② 個別周知・意向確認、事例紹介、制度・方針周知ポスター例
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000103533.html

②①



３－２．有期雇用労働者の要件緩和

【令和４年４月１日施行】

14



有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和

改正前後の制度の概要

●育児休業の場合

(1) 引き続き雇用された期間が１年以上

(2) １歳６か月までの間に契約が満了することが明らかでない

●介護休業の場合

(1) 引き続き雇用された期間が１年以上

(2) 介護休業開始予定日から93日経過日から６か月を経過する
日までに契約が満了することが明らかでない

現 行

育児休業・介護休業いずれも、
(1)の要件を撤廃し、(2)のみに

※無期雇用労働者と同様の取り扱い
（引き続き雇用された期間が１年未満の労働者は労使協定の締結によ

り除外可）

※※育児休業給付、介護休業給付についても同様に緩和

令和４年４月１日～

実務上のポイント

○ 育児休業の取得要件の、「１歳６か月までの間に契約が満了することが明らかでない」については、改正前から変更ありませんが、判断のポイン
トは以下のとおりです。
・ 育児休業の申出があった時点で労働契約の更新がないことが確実であるか否かによって判断されます。
・ 事業主が「更新しない」旨の明示をしていない場合については、原則として、「労働契約の更新がないことが確実」とは判断されません。
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３－３．「産後パパ育休」（出生時育児休業）、
分割取得

【令和４年10月１日施行】
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男性の育児休業取得促進のための出生時育児休業【産後パパ育休】の創設、
育児休業の分割取得

改正前後の制度の概要

産後パパ育休（R4.10.1～）
育休とは別に取得可能

育休制度
（R4.10.1～）

育休制度
（現行）

対象期間
取得可能日数

子の出生後８週間以内に
４週間まで取得可能 (←p20)

原則子が１歳
（最長２歳）まで

原則子が１歳
（最長２歳）まで

申出期限
原則休業の２週間前まで
(←p19)

原則１か月前まで 原則１か月前まで

分割取得
分割して２回取得可能
(初めにまとめて申し出ることが必要) (←p20)

分割して２回取得可能
（取得の際にそれぞれ申出）

原則分割不可

休業中の就業

労使協定を締結している場合に限り、労働者が合
意した範囲で休業中に就業することが可能
(←p21,22)

原則就業不可 原則就業不可

１歳以降の
延長

育休開始日を柔軟化※１ 育休開始日は１歳、
１歳半の時点に限定

１歳以降の
再取得

特別な事情がある場合に限り
再取得可能※２

再取得不可

※１ １歳（１歳６か月）以降の育児休業について、期間の途中で配偶者と交代して育児休業を開始できるようにする観点から、育休開始日について、１歳（１歳６か月）時点に
加え、配偶者が１歳（１歳６か月）以降の育児休業を取得している場合には、その配偶者の休業の終了予定日の翌日以前の日を育児休業開始予定日とできるようになります。

※２ １歳以降の育児休業が、他の子についての産前・産後休業、産後パパ育休、介護休業または新たな育児休業の開始により育児休業が終了した場合で、産休等の対象だった子等
が死亡等したときは、再度育児休業を取得できます。

雇用環境の整備など
について、法を上回る
取組を労使協定で定
めている場合は、
１か月前までとできる
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制度改正により実現できる働き方・休み方（イメージ）

18

ピンク色の矢印が、
今回の改正で新たに
できるようになることです
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● 申出期限を１か月前までとする労使協定

① 次に掲げる措置のうち、２以上の措置を講ずること。
・ 雇用する労働者に対する育児休業に係る研修の実施
・ 育児休業に関する相談体制の整備
・ 雇用する労働者の育児休業の取得に関する事例の収集及び当該事例の提供
・ 雇用する労働者に対する育児休業に関する制度及び育児休業の取得の促進に関する方針の周知
・ 育児休業申出をした労働者の育児休業の取得が円滑に行われるようにするための業務の配分又は人員の配置に係る必要な措置

② 育児休業の取得に関する定量的な目標を設定し、育児休業の取得の促進に関する方針を周知すること。

③ 育児休業申出に係る当該労働者の意向を確認するための措置を講じた上で、その意向を把握するための取組を行うこと。

労使協定で定めることにより、原則２週間前までとする出生時育児休業の申出期限を現行の育児休業と
同様に１か月前までとしてよいこととする、職場環境の整備等の措置は、次の①～③。

・ 妊娠・出産の申出があった場合に意向確認の措置を行うことは、この労使
協定の締結にかかわらず、法律上の義務になります（p11参照）。

・ ここの「意向を把握するための取組」は、法律上の義務を上回る取組とす
ることが必要であり、最初の意向確認のための措置の後に、返事がないよう
な場合は、リマインドを少なくとも1 回は行うことが必要です（そこで、労
働者から「まだ決められない」などの場合は、未定という形で把握）。

ここの「育児休業」に
は、産後パパ育休も
含まれます。

雇用環境の整備など
について、法を上回る
取組を労使協定で定
めている場合は、
１か月前までとできる

・ 「定量的な目標」は「数値目標」を意味します。
・ 法に基づく育児休業の取得率のほか、企業にお

ける独自の育児目的の休暇制度を含めた取得
率等を設定すること等も可能ですが、少なくとも
男性の取得状況に関する目標を設定すること
が必要です。



実務上のポイント①

措 置 実 施 の 際 の 留 意 事 項 （ 指 針 ）

○ 出生時育児休業含む育児休業については、労働者がこれを円滑に取得できるようにするため、事業主においては、休業の申出期限にか
かわらず労働者による申出が円滑に行われるようにするための雇用環境の整備を行い、労働者の側においても、業務の円滑な引き継ぎ
等のためには、労働者の意向に応じて早めに申し出ることが効果的であるという意識を持つことが重要であることに留意すること。

●産後パパ育休（出生時育児休業）

・・・・・その他のポイント・・・・・
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○ 産後パパ育休（出生時育児休業）については、従来の育児休業と同様、労働者が容易に取得できるように、事業所にあらかじめ制度を導入し、
就業規則の整備等必要な措置を講ずることが必要です。

○ 産後パパ育休の取得可能日数の「４週間」については、各企業における既存の育児目的のための休暇（法定の休暇を除く。）が、産後パパ育休の
取得日数以外の要件を満たすものであれば、当該休暇の日数も含めて４週間が確保されればよいと解されます。

○ 有期雇用労働者については、子の出生の日から起算して８週間を経過する日の翌日から６月を経過する日までに契約が満了することが明らか
でない場合に、対象となります。

○ 産後パパ育休申出を２回に分割して取得する場合は、１回目の申出時に、出生後８週間のうちいつ休業しいつ就業するかについて、初回の産後
パパ育休の申出の際にまとめて申し出ることが必要です。（これは、法律上、まとめて申し出ない場合(１回目の出生時育児休業の申出をした後日に２回目の
申出をする場合)には、事業主は２回目の申出を拒むことができるとされているものです。なお、事業主はこれを拒まないとすることも可能であり、その場合、その２回目の申
出について法定の産後パパ育休を取得することとなります。）

○ 育児休業と同様に、産後パパ育休開始予定日の繰上げ・終了予定日の繰下げ変更、申出の撤回が可能です。

○ 労使協定を締結することで、次の労働者を対象外とすることが可能です。
雇用された期間が１年未満の労働者、申出の日から８週間以内に雇用関係が終了する労働者、週の所定労働日数が２日以下の労働者



●産後パパ育休期間における休業中の就業
～～労使協定をあらかじめ締結している場合に限ります～～
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《例えば…》所定労働時間が１日８時間、１週間の所定労働日が５日の労働者が、
休業２週間・休業期間中の所定労働日10日・休業期間中の所定労働時間80時間の場合

⇒ 就業日数上限５日、就業時間上限40時間、休業開始・終了予定日の就業は８時間未満

《具体的な手続きの流れ》

(1) 労働者が休業中に就業することを希望する場合は、出生時育児休業の開始予定日の前日までに以下を申出。
① 就業可能日
② 就業可能日における就業可能な時間帯（所定労働時間内の時間帯に限る。）その他の労働条件

(2) 事業主は、(1)の申出がされたときは、次に掲げる事項を労働者に速やかに提示。
① 就業可能日のうち、就業させることを希望する日（就業させることを希望しない場合はその旨）
② ①の就業させることを希望する日に係る時間帯その他の労働条件

※ この事業主の提示に対して、休業開始予定日の前日までに労働者が同意を行った範囲内で就業させることができる。
※ 事業主は、上記の同意を得た場合は、同意を得た旨と、就業させることとした日時その他の労働条件を労働者に通知。

実務上のポイント②

休業開始日 ２日目 ３日目 ４日目 ５日目 ６日目 ７日目 13日目 休業終了日

４時間
休 休 ８時間

６時間
休

休
休

６時間

休 休 ４時間 休

《休業中の就業日数等には上限があります》 (注) 育児休業給付や社会保険料免除との関係についてはp23をご参照ください

● 休業期間中の所定労働日・所定労働時間の半分
● 休業開始・終了予定日を就業日とする場合は当該日の所定労働時間数未満



措 置 実 施 の 際 の 留 意 事 項 （ 指 針 ）

① 育児休業は労働者の権利であって、その期間の労務提供義務を消滅させる制度であることから、育児休業中は就業しないことが原則であ
り、出生時育児休業期間中の就業については、事業主から労働者に対して就業可能日等の申出を一方的に求めることや、労働者の意
に反するような取扱いがなされてはならないものであること。

② 出生時育児休業制度に関し、休業中の就業の仕組みについて知らせる際には、育児休業給付及び育児休業（出生時育児休業含
む。）期間中の社会保険料免除について、休業中の就業日数によってはその要件を満たさなくなる可能性があることについてもあわせて
説明するよう留意すること。

・・・・・その他のポイント・・・・・
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（前ページの続き）

○ 労働者が初めに申し出る「就業可能な時間帯その他の労働条件」の「その他」の例としては、就業の場所（テレワークの可否を含む）に関する事項
などが考えられます。

○ 労働者による就業可能日等の提示 → 事業主による日時等の提示 → 労働者の同意 により就業日等が決まりますが、労働者が同意した就業
日等について、
・ 出生時育児休業の開始予定日の前日までは、労働者は、事由を問わず、同意の全部又は一部の撤回が可能です。
・ 出生時育児休業の開始予定日以後は、以下の特別な事情がある場合に限り、労働者が撤回可能です。

① 配偶者の死亡
② 配偶者が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害その他これらに準ずる心身の状況により出生時育児休業申出に係る子を養育することが困難
③ 婚姻の解消等により配偶者が出生時育児休業申出に係る子と同居しなくなった

④ 出生時育児休業申出に係る子が負傷・疾病・障害その他これらに準ずる心身の状況により、２週間以上の期間にわたり世話を必要とする状態になった
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●育児・介護休業等に関する規則の改定

実務上のポイント③

第１条（育児休業）z

【令和４年４月１日改正】
有期雇用労働者の「入社１年以
上」という要件削除

「育児・介護休業等に関する規則の規定例[簡易版]を基に説明。
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●育児・介護休業等に関する規則の改定

実務上のポイント③ （前ページの続き）

第１条（育児休業）z

【令和４年10月１日改正】
１歳以降の育休延長
（開始日の柔軟化）

【令和４年10月１日改正】
１歳以降の再取得
（特別な事情がある場合、再取得
可能）
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●育児・介護休業等に関する規則の改定

実務上のポイント③

第１条（育児休業）z

【令和４年10月１日改正】
１歳以降の育休延長
（開始日の柔軟化）

【令和４年10月１日改正】
１歳以降の再取得
（特別な事情がある場合、再取得
可能）
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●育児・介護休業等に関する規則の改定

実務上のポイント③ （前ページの続き）

第１条（育児休業）z

【令和４年10月１日改正】
分割取得
（分割して２回取得可能）
※パパ休暇の削除
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●育児・介護休業等に関する規則の改定

実務上のポイント③ （前ページの続き）

第２条（出生時育児休業（産後パパ育休）） z
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●育児・介護休業等に関する規則の改定

実務上のポイント③ （前ページの続き）

第３条（介護休業）

【令和４年４月１日改正】
有期雇用労働者の「入社１年以
上」という要件削除
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●育児・介護休業等に関する規則の改定

実務上のポイント③ （前ページの続き）

育児・介護休業等に関する労使協定

【令和４年４月１日改正】
入社１年未満の労働者を除外
する労使協定
（育児休業）

【令和４年４月１日改正】
入社１年未満の労働者を除外
する労使協定
（介護休業）
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●育児・介護休業等に関する規則の改定

実務上のポイント③ （前ページの続き）

育児・介護休業等に関する労使協定

【令和４年10月１日改正】
産後パパ育休の申出期限を１か
月前までとする労使協定

【令和４年10月１日改正】
産後パパ育休中の就業を可能と
する労使協定
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育児休業（出生時育児休業を含む）を取得し、受給資格を満たしていれば、原則として休業開始時の賃金の67%（180日経過後は

50%）の育児休業給付を受けることができます。

【受給資格とは】育児休業開始日前２年間に、被保険者期間(※)が通算して12か月以上ある場合

※ 原則として賃金の支払の基礎となった日数が月に11日以上ある場合に１か月と計算します。

● 出生時育児休業給付金について
① 給付金の対象となるのは、出生時育児休業期間中の就業日数が一定の水準(※)以内である場合です。

※ 出生時育児休業を28日間（最大取得日数）取得する場合は、10日（10日を超える場合は80時間）。これより短い場合は、それに比例した日数または時間数。
（例：14日間の出生時育児休業の場合は、５日（５日を超える場合は40時間））

② また、出生時育児休業期間中に就業して得た賃金額と出生時育児休業給付金の合計が、休業前賃金日額×休業日数の80％を超える場合
は、当該超える額が出生時育児休業給付金から減額されます。

● 育児休業期間中の社会保険料の免除について
令和４年10月以降に開始した育児休業間中の社会保険料免除については、「14日以上」の日数には、産後パパ育休の休業中の就業の仕組み
（p21～22）により事前に事業主と労働者の間で調整した上で就業した日数は含まれません。

育児休業、出生時育児休業（産後パパ育休）には、給付の支給や社会保険料免除があります
●育児休業給付

●育児休業期間中の社会保険料の免除

！ 休 業 中 の 就 業 を 行 う 際 の 留 意 点 ！

育児休業給付について

詳しくはこちら →

育児休業給付の令和４年10月以

降の改正についてはこちら →

下記の一定の要件を満たしていれば、育児休業期間（出生時育児休業を含む）における各月の月
給・賞与に係る社会保険料が被保険者本人負担分及び事業主負担分ともに免除されます。
① その月の末日が育児休業期間中である場合
② 令和４年10月以降は

・ ①に加えて、同一月内で育児休業を取得（開始・終了）し、その日数が14日以上の場合、
新たに保険料免除の対象とし、

・ ただし、賞与に係る保険料については連続して１か月を超える育児休業を取得した場合に
限り免除することとしました。
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● 育児休業等の申し出・取得を理由に、事業主が解雇や退職強要、正社員からパートへの契約変更等の不利益な取り扱いを行
うことは禁止されています。

● 今回の改正で、妊娠・出産の申し出をしたこと、産後パパ育休の申し出・取得、産後パパ育休期間中の就業を申し出・同意しな
かったこと等を理由とする不利益な取り扱いも禁止されます。

● また、事業主には、上司や同僚からのハラスメントを防止する措置を講じることが義務付けられています。

育児休業等を理由とする不利益取り扱いの禁止・ハラスメント防止

ハラスメント防止につい

て詳しくはこちら →

《休業中の就業に関する不利益取扱い禁止》

事業主は労働者に対して、休業中の就業に関する次に掲げる事由を理由として、解雇その他不利益な取扱いをしてはなりません。

① 休業中に就業を希望する旨の申出をしなかったこと。

② 休業中に就業を希望する旨の申出が事業主の意に反する内容であったこと。

③ 休業中の就業の申出に係る就業可能日等の変更をしたこと又は当該申出の撤回をしたこと。

④ 休業中の就業に係る事業主からの提示に対して同意をしなかったこと。

⑤ 休業中の就業に係る事業主との同意の全部又は一部の撤回をしたこと。

！ハラスメントの典型例！
・ 育児休業の取得について上司に相談したら「男のくせに育児休業を取るなんて
あり得ない」と言われ、取得を諦めざるを得なかった。

・ 産後パパ育休の取得を周囲に伝えたら、同僚から「迷惑だ。自分なら取得しな
い。あなたもそうすべき。」と言われ苦痛に感じた。



３－４．育児休業取得率の公表

【令和５年４月１日施行】
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または

育児休業の取得の状況の公表の義務付け

改正後の制度の概要

● 常時雇用する労働者が1,000人を超える事業主は、育児休業等の取得の状況を年１回公表するこ
とが義務付けられます。

● 具体的には、以下の①または②のいずれかの割合を公表する必要があります。インターネットの
利用その他適切な方法で、一般の方が閲覧できるように公表してください。
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公表前事業年度（※１）においてその雇用する
男性労働者が育児休業等（※２)をしたものの数

公表前事業年度（※１）において、事業主が雇用する
男性労働者であって、配偶者が出産したものの数

①育児休業等の取得割合
公表前事業年度（※１）においてその雇用する男性労働者が育児休業等

（※２)をしたものの数 及び 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する
男性労働者を雇用する事業主が講ずる育児を目的とした休暇制度(※３)を

利用したものの数 の合計数

公表前事業年度（※１）において、事業主が雇用する
男性労働者であって、配偶者が出産したものの数

②育児休業等と育児目的休暇の取得割合

※１ 公表前事業年度： 公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度

※２ 育児休業等： 育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業 及び 法第23条第２項（所定労働時間の短縮の代替措置として３歳未満の子を
育てる労働者対象）又は第24条第１項（小学校就学前の子を育てる労働者に関する努力義務）の規定に基づく措置として育児休業に関
する制度に準ずる措置が講じられた場合の当該措置によりする休業

※３ 育児を目的とした休暇： 目的の中に育児を目的とするものであることが明らかにされている休暇制度。育児休業等及び子の看護休暇は除く。
《例えば…》

失効年休の育児目的での使用、いわゆる「配偶者出産休暇」制度、「育児参加奨励休暇」制度、
子の入園式、卒園式等の行事や予防接種等の通院のための勤務時間中の外出を認める制度（法に基づく子の看護休暇を上回る範囲に限る）などが該当。

産後パパ育休（出生時育児休業）も含みます！



実務上のポイント

●育児休業の取得状況の公表
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■両立支援のひろば（厚生労働省運営のウェブサイト）

両立支援に取り組む企業の事例検索や自社の両立支援の取組状況の診断等が行えます。
育児休業取得率の公表も行えます。

両立支援のひろば https://ryouritsu.mhlw.go.jp/

○ 「常時雇用する労働者」とは、雇用契約の形態を問わず、事実上期間の定めなく雇用されている労働者を指すものであり、
次のような者は常時雇用する労働者となります。
・ 期間の定めなく雇用されている者
・ 一定の期間を定めて雇用されている者又は日々雇用される者であってその雇用期間が反復更新されて事実上期間の定めなく雇用さ

れている者と同等と認められる者。すなわち、過去１年以上の期間について引き続き雇用されている者又は雇入れの時から１年以
上引き続き雇用されると見込まれる者

○ 「インターネットの利用」とは、自社のホームページや『両立支援のひろば』（詳細下記）の利用等を指します。

○ 「育児休業等」について、産後パパ育休とそれ以外の育児休業等について分けて割合を計算する必要はなく、産後パパ育休
も含めた育児休業等の取得者数について計算すればよいものです。

○ 公表に当たっては、公表する割合とあわせて、以下も明示してください。
・ 当該割合の算定期間である公表前事業年度の期間
・ 前ページ①（育児休業等の取得割合）又は②（育児休業等と育児目的休暇の取得割合）いずれの方法により算出したものか

○ 育児休業を分割して２回取得した場合や、育児休業と育児を目的とした休暇制度の両方を取得した場合等であっても、当該
休業や休暇が同一の子について取得したものである場合は、１人として数えます。

また、事業年度をまたがって育児休業を取得した場合には育児休業を開始した日を含む事業年度の取得、分割して複数の事
業年度において育児休業等を取得した場合には最初の育児休業等の取得のみを計算の対象とします。

○ 公表する割合は、算出された割合について少数第１位以下を切り捨てたものとし、配偶者が出産したものの数(分母となるも
の)が０人の場合は、割合が算出できないため「－」と表記してください。



４．中小企業等への支援
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中小企業のための育児・介護支援プラン導入支援事業など
◆ 中小企業で働く労働者の育児休業の取得及び育児休業後の円滑な職場復帰による継続就労を支援するため、

中小企業及び中小企業で働く労働者の状況に応じた「育休復帰支援プラン」策定・利用を支援
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◆ ハローワークにおける求人者支援員による支援など
ハローワークでは、育児休業中の代替要員を確保したい企業を支援していま
す。
求職者が応募しやすい求人条件の設定に関するアドバイス、求職者への応募の
働きかけなどを行っています。
求人のお申し込みは、ハローワークの窓口、オンラインに加え、ハローワーク
から企業に訪問することも可能です。

全国のハローワーク
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/hellowork.html#
whereishellowork

ＮＥＷ



両立支援等助成金（令和４年度）

※生産性要件を満たした事業主は＜ ＞の額を支給。

①育休取得時 ②職場復帰時：「育休復帰支援プラン」を策定及び導入し、プランに沿って対象
労働者の円滑な育児休業（３か月以上）の取得・復帰に取り組んだ場合

③業務代替支援：３か月以上の育児休業終了後、育児休業取得者が原職等に復帰する旨の取扱い
を就業規則等に規定し、休業取得者の代替要員の新規雇用（派遣を含む）又は代替する労働者へ
の手当支給等を行い、かつ、休業取得者を原職等に復帰させた場合

④職場復帰後支援：法を上回る子の看護休暇制度(A)や保育サービス費用補助制度(B)を導入し、
労働者が職場復帰後、6ヶ月以内に一定以上利用させた場合

⑤新型コロナウイルス感染症対応特例：小学校等の臨時休業等により子どもの世話をする労働者
のために特別休暇制度及び両立支援制度を導入し、特別休暇の利用者が出た場合

育児休業の円滑な取得・職場復帰のため次の取組を行った事業主（①～④は中小企業事業主）
に支給する。

【第１種】
男性労働者が育児休業を取得しやすい雇用環境の整備措置を複数実施するととも

に、労使で合意された代替する労働者の残業抑制のための業務見直しなどが含まれた
規定に基づく業務体制整備を行い、産後８週間以内に開始する連続５日以上の育児休
業を取得させた中小企業事業主に支給する。

第
１
種

育児休業取得 20万円

代替要員加算 20万円（3人以上45万円）

第
２
種

育児休業取得率の30％以
上上昇

１年以内達成：60万円<75万円>
２年以内達成：40万円<65万円>
３年以内達成：20万円<35万円>

代替要員加算：男性労働者の育児休業期間中に代替要員を新規雇用（派遣を含む）
した場合

【第２種】

第１種助成金を受給した事業主が男性労働者の育児休業取得率を３年以内に30％以
上上昇させた場合
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介護離職防止支援コース

「介護支援プラン」を策定し、プランに基づき労働者の円滑な介護休業の取得・復帰に
取り組んだ中小企業事業主、または介護のための柔軟な就労形態の制度を導入し、利用
者が生じた中小企業事業主に支給する。

①介護休業：対象労働者が介護休業を合計５日以上取得し、復帰した場合

②介護両立支援制度：介護のための柔軟な就労形態の制度(*)を導入し、合計20日以上
利用した場合（*) 介護のための在宅勤務、法を上回る介護休暇、介護フレックスタイ
ム制、介護サービス費用補助等）

③新型コロナウイルス感染症対応特例：新型コロナウイルス感染症への対応として家族
を介護するために特別休暇を取得した場合

①介護休業
休業取得時

28.5万円<36万円>
職場復帰時

②介護両立支援制度 28.5万円<36万円>

③新型コロナウイルス感染症対応特例

（労働者１人あたり）

５日以上10日未満 20万円

10日以上 35万円

育児休業等支援コース出生時両立支援コース（子育てパパ支援助成金）

支給機関：都道府県労働局

①育休取得時 28.5万円<36万円> ※①②各２回まで

（無期雇用者・有期雇用者 各１回）②職場復帰時 28.5万円<36万円>

③業務代替支援
（１人あたり）

※10人まで

ア 新規雇用（派遣を含む）※47.5万円<60万円>

イ 手当支給等※10万円<12万円>

※有期労働者加算9.5万円<12万円>

④職場復帰後支援 28.5万円<36万円>
A 看護休暇制度 1,000円<1,200円>×時間

B 保育サービス費用 実支出額の2/3補助

⑤新型コロナウイルス
感染症対応特例

１人あたり５万円 ※10人まで（上限50万円）



男性の育児休業取得促進事業（イクメンプロジェクト）https://ikumen-project.mhlw.go.jp/

■「イクメンプロジェクト」とは

○積極的に育児をする「イクメン」及び「イクメン企業」を周知・促進するプロジェクト（H22年度から実施）

○企業・個人に対する仕事と育児の両立に関する情報・好事例等の提供や経営者・人事労務担当者や若年層向けセミナー

の開催等により、男性の育児休業取得等に関する取組を促進する。

■「イクメンプロジェクト」のねらい

○男性の育児休業の取得や育児短時間勤務の利用を契機とした、職場内の業務改善や働き方の見直しによるワーク・ライフ・バランスの実現

○男性の育児に参画したいという希望の実現や育児休業の取得促進、女性の継続就業率と出生率の向上
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2021年4月1日

～令和４年４月１日から全面施行～

労働施策総合推進法に基づく
「パワーハラスメント防止措置」について

厚生労働省 愛媛労働局
雇用環境・均等室



職場における

1 パワーハラスメント

（改正労働施策総合推進法第３０条の２、第３０条の３）
2 セクシュアルハラスメント

（男女雇用機会均等法第１１条、第１１条の２）

3 妊娠･出産、育児・介護休業等に関するハラスメント
（男女雇用機会均等法第１１条の3、第１１条の４）
（育児・介護休業法第２５条、第２５条の２）

令和２年６月１日に「改正労働施策総合推進法」が施行され、職場におけるパ
ワーハラスメント防止措置について、大企業については令和２年６月１日から、
中小企業については、令和４年４月１日から義務化されました。
セクシュアルハラスメントと妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントにつ
いては、従前から、法律により事業主の防止措置義務が定められていましたが、
相談したこと等を理由とする不利益取扱いの禁止等が明確化され、すでにすべて
の企業で義務化されています。
それぞれの法律に基づき、具体的な措置の実施に関する指針が定められています。

1

労働施策総合推進法等の改正



被改正法律・項目 施行期日

労働施策総合推進法
（パワハラ）

国の施策へのハラスメント対策の明記 公布日（令和元年６月５日）

国、事業主及び労働者の責務 令和２年６月１日

雇用管理上の措置義務の新設
令和２年６月１日

※ 中小事業主は、令和４年３月31日までは努力義務

事業主への相談等を理由とした不利益取扱いの禁止 令和２年６月１日

紛争解決援助・調停、措置義務等の履行確保（報告徴収、公表
規定整備）

令和２年６月１日
※ 中小事業主は、措置義務については、

令和４年３月31日までは対象外

均等法
（セクハラ・マタハラ）

国、事業主及び労働者の責務

令和２年６月１日

事業主への相談等を理由とした不利益取扱いの禁止

他社の措置義務の実施への協力（努力義務）【セクハラのみ】

調停の意見聴取の対象拡大

男女雇用機会均等推進者の選任努力義務

育介法

（マタハラ）

国、事業主及び労働者の責務

事業主への相談等を理由とした不利益取扱いの禁止

2

＜法改正事項＞

労働施策総合推進法等の改正②



職場におけるパワーハラスメントの定義等

パワーハラスメントは以下の３つの要素をすべて満たすものとする。
「職場」において行われる

（１）優越的な関係を背景とした言動であって
（２）業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより
（３）「労働者」の就業環境が害されるものであること
※ 客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業務指示や指導はパワハ

ラに該当しない。

「職場」とは、事業主が雇用する労働者が業務を遂行する場所を指す。
※当該労働者が通常就業している場所以外の場所であっても、当該労働者が業務を遂行

する場所については、「職場」に含まれる。

（１）職場におけるパワーハラスメントとは

「労働者」とは、いわゆる正規雇用労働者のみならず、パートタイム労働者、契約社員等いわゆ
る非正規雇用労働者を含む事業主が雇用する労働者の全ての労働者をいう。
※ 派遣労働者について、派遣元事業主のみならず、労働者派遣の役務の提供を受ける派遣
先事業主も、自社労働者と同様に措置を講ずる必要があるとともに、パワーハラスメントの相
談を行ったこと等を理由として、不利益な取扱いを行ってはならない。

3



「優越的な関係を背景とした」言動とは

業務を遂行するに当たって、当該言動を受ける労働者が行為者に対して抵抗又は拒絶することが
できない蓋然性が高い関係を背景として行われるもの。
例えば、

職務上の地位が上位の者による言動
同僚又は部下による言動で、当該言動を行う者が業務上必要な知識や豊富な経験を有し
ており、当該者の協力を得なければ業務の円滑な遂行を行うことが困難であるもの
同僚又は部下からの集団による行為で、これに抵抗又は拒絶することが困難であるもの 等

職場におけるパワーハラスメントの定義 ①

4



「業務上必要かつ相当な範囲を超えた」言動とは

社会通念に照らし、当該言動が明らかに当該事業主の業務上必要性がない、又はその態様が
相当でないものを指す。
例えば、

業務上明らかに必要性のない言動
業務の目的を大きく逸脱した言動
業務を遂行するための手段として不適切な言動
当該行為の回数、行為者の数等、その態様や手段が社会通念に照らして許容される範囲
を超える言動 等

※判断に当たっては、様々な要素を総合的に考慮することが適当である。
様々な要素・・・ 当該言動の目的、当該言動を受けた労働者の問題行動の有無や内容・

程度を含む当該言動の態様・頻度・持続性、労働者の属性や心身の状況、
行為者との関係性等

※個別の事案における労働者の行動が問題となる場合
その内容・程度とそれに対する指導の態様等の相対的な関係性が重要な要素となること
についても留意が必要

職場におけるパワーハラスメントの定義 ②
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「労働者の就業環境が害される」とは

当該言動により労働者が身体的又は精神的に苦痛を与えられ、労働者の就業環境が不快なも
のとなったため、能力の発揮に重大な悪影響が生じる等、当該労働者が就業する上で看過でき
ない程度の支障が生じることを指す。

判断に当たっては、
「平均的な労働者の感じ方」、すなわち、同様の状況で当該言動を受けた場合、社会一般の労
働者が、就業する上で看過できない程度の支障が生じたと感じるような言動であるどうかが基準と
することが適当である。

職場におけるパワーハラスメントの定義 ③
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○個別の事案の状況等によって判断が異なる場合もあり得ること、例は限定列挙ではないことに十分留意し、職場に
おけるパワハラに該当するか微妙なものも含め広く相談に対応するなど、適切な対応を行うようにすることが必要。

代表的な言動の類型 該当すると考えられる例 該当しないと考えられる例

⑴身体的な攻撃（暴行・傷害） ① 殴打、足蹴りを行う ②相手に物を投げつける ① 誤ってぶつかる

⑵精神的な攻撃
（脅迫・名誉棄損・侮辱・ひどい
暴言）

① 人格を否定するような言動を行う。相手の性的指向・
性自認に関する侮辱的な言動を含む。

② 業務の遂行に関する必要以上に長時間にわたる厳し
い叱責を繰り返し行う

③ 他の労働者の面前における大声での威圧的な叱責
を繰り返し行う

④ 相手の能力を否定し、罵倒するような内容の電子メー
ル等を当該相手を含む複数の労働者宛てに送信

① 遅刻など社会的ルールを欠いた言動が見られ、再三
注意してもそれが改善されない労働者に対して一定程
度強く注意

② その企業の業務の内容や性質等に照らして重大な問
題行動を行った労働者に対して、一定程度強く注意

⑶人間関係からの切り離し
（隔離・仲間外し・無視）

① 自身の意に沿わない労働者に対して、仕事を外し、
長期間にわたり、別室に隔離したり、自宅研修させた
りする

② 一人の労働者に対して同僚が集団で無視をし、職場
で孤立させる

① 新規に採用した労働者を育成するために短期間集中
的に別室で研修等の教育を実施する

② 懲戒規定に基づき処分を受けた労働者に対し、通常
の業務に復帰させるために、その前に、一時的に別室
で必要な研修を受けさせる

⑷過大な要求
（業務上明らかに不要なことや遂
行不可能なことの強制・仕事の妨
害）

① 長期間にわたる、肉体的苦痛を伴う過酷な環境下で
の勤務に直接関係のない作業を命ずる

② 新卒採用者に対し、必要な教育を行わないまま到底
対応できないレベルの業績目標を課し、達成できな
かったことに対し厳しく叱責する

③ 労働者に業務とは関係のない私的な雑用の処理を
強制的に行わせる

① 労働者を育成するために現状よりも少し高いレベル
の業務を任せる

② 業務の繁忙期に、業務上の必要性から、当該業務の
担当者に通常時よりも一定程度多い業務の処理を任
せる

⑸過小な要求
（業務上の合理性なく能力や経験
とかけ離れた程度の低い仕事を命
じることや仕事を与えないこと）

① 管理職である労働者を退職させるため、誰でも遂行
可能な業務を行わせる

② 気にいらない労働者に対して嫌がらせのために仕事
を与えない

① 労働者の能力に応じて、一定程度業務内容や業務量
を軽減する

⑹個の侵害
（私的なことに過度に立ち入る
こと）

① 労働者を職場外でも継続的に監視したり、私物の写
真撮影をしたりする

② 労働者の性的指向・性自認や病歴、不妊治療等の機
微な個人情報について、当該労働者の了解を得ずに
他の労働者に暴露する

① 労働者への配慮を目的として、労働者の家族の状況
等についてヒアリングを行う

② 労働者の了解を得て、当該労働者の機微な個人情
報（左記）について、必要な範囲で人事労務部門の担
当者に伝達し、配慮を促す

★新型コロナウイルスに関連したいじめ・嫌がらせ等は、職場におけるパワーハラスメントに該当する場合があります。

職場におけるパワハラに該当すると考えられる例／該当しないと考えられる例
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職場におけるセクシャルハラスメントの定義等
「職場」において行われる「労働者」の意に反する「性的な言動」に対する労働者の対応によりそ

の労働者が労働条件について不利益を受けたり、「性的な言動」により就業環境が害されること。

「職場」と「労働者」はパワーハラスメントと同一です。

（２）職場におけるセクシャルハラスメントについて

セクシャルハラスメントには「対価型」と「環境型」があります。

「性的な言動」を行う者は、事業主、上司、同僚に限らず、取引先等の他の事業主又はその雇用する労働者、顧客、患者
又はその家族、学校における生徒等もなり得ます。
男女とも行為者にも被害者にもなり得ますし、異性に対するものだけでなく、同性に対するものも該当します。

8

対価型

・事務所内において事業主が労働者に対して性的な関係を要求したが、拒否されたため、その労働者を解雇した。
・出張中の車中において上司が労働者の腰、胸などに触ったが、抵抗されたため、その労働者を他の職務に配置転換した。

就業環境型

・事務所内において上司が労働者の腰、胸などに度々触ったため、その労働者が苦痛に感じてその就業意欲が低下した。
・同僚が取引先において労働者に係る性的な内容の情報を意図的かつ継続的に流布したため、その労働者が苦痛に感じて仕
事が手につかなくなった。

【具体的な事例】

被害を受ける者の性的指向や性自認にかかわらず、「性的な言動」であれば、セク
シュアルハラスメントに該当します。



職場における妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの定義等
「職場」において行われる上司・同僚からの言動(妊娠・出産したこと、育児休業等の利用に関す

る言動)により、妊娠・出産した「女性労働者」や育児休業等を申出・取得した「男女労働者」の
就業環境が害されること。
「職場」と「労働者」はパワーハラスメントと同一です。

（３）職場における妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントについて

「職場における妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント」には「制度等の利用への嫌がらせ型」と「状態
への嫌がらせ型」があります。
※ 妊娠等の状態や育児休業制度等の利用等と嫌がらせ等となる行為の間に因果関係があるものがハラスメントに該当します。

なお、業務分担や安全配慮等の観点から、客観的にみて、業務上の必要性に基づく言動によるものはハラスメントには該当しません。

9

制度の利用に関するハラスメント

・産前休業の取得を上司に相談したところ、「休みをとるなら辞めてもらう」と言われた。

・育児休業の取得について上司に相談したところ、「男のくせに育児休業をとるなんてあり
得ない」と言われ、取得をあきらめざるを得ない状況になっている。

状態へのハラスメント

・上司・同僚が「妊婦はいつ休むかわからないから仕事は任せられない」と繰り返し又は継
続的に言い、仕事をさせない状況となった。

・上司・同僚が「妊娠するなら忙しい時期を避けるべきだった」と繰り返し又は継続的に言
い、働きづらい状況となった。

【具体的な事例】



妊娠・出産等を理由とする
不利益取扱いとは

男女雇用機会均等法第９条第３項では、女性労働者
の妊娠・出産等厚生労働省令で定める事由を理由とする
解雇その他不利益取扱いを禁止しています。

＜参考＞ 妊娠・出産・育児休業等を理由とする不利益取扱い

育児・介護休業法第１０条等では、育児休業等の申出
や取得等を理由とする解雇その他不利益取扱いを禁止し
ています。

10

育児休業等の申出・取得等を
理由とする不利益取扱いとは

不利益取扱いの例
１ 解雇すること。
２ 期間を定めて雇用される者について、契約の更新をしないこと。
３ あらかじめ契約の更新回数の上限が明示されている場合に、当該回数を引き下げること。
４ 退職又は正社員をパートタイム労働者等の非正規雇用社員とするような労働契約内容の変
更の強要を行うこと。

５ 就業環境を害すること。
６ 降格させること。
７ 減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと。
８ 昇進・昇格の人事考課において不利益な評価を行うこと。
９ 不利益な配置の変更を行うこと。
１０ 派遣労働者として就業する者について、派遣先が当該派遣労働者に係る労働者派遣の役
務の提供を拒むこと。 など



ハラスメント防止のために
事業主が講ずべき措置等

11



（１）事業主の方針の明確化及びその周知・啓発
①ハラスメントの内容、ハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、労働者に周知・啓発
すること
※妊娠・出産、育児休業等に関する否定的言動がハラスメントの発生の原因や背景となり得ること、
制度の利用ができることの明確化
② 行為者について厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文書に規定し、労働者に周
知・啓発すること

（２）相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
③ 相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること
④ 相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること

ハラスメントの発生のおそれがある場合や、ハラスメントに該当するか否か微妙な場合であって
も、広く相談に対応すること

（３）職場におけるハラスメントにかかる事後の迅速かつ適切な対応
⑤ 事実関係を迅速かつ正確に確認すること
⑥ 速やかに被害者に対する配慮の措置を適正に行うこと
⑦ 行為者に対する措置を適正に行うこと
⑧ 再発防止に向けた措置を講ずること
（４）（１）から（３）までの措置と併せて講ずべき措置
⑨ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、周知すること
⑩ 相談したこと等を理由として不利益な取扱いを行ってはならない旨を定め、労働者に周知・啓発
すること
（５）職場における妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの原因や背景となる要
因を解消するための措置
⑪ 業務体制の整備など、事業主や妊娠等した労働者とその他の労働者の実情に応じ、必要な措置を
講ずること

12

職場における「ハラスメント」を防止するために講ずべき措置



事業主の責務事業主の責務

労働者の責務労働者の責務

職場におけるパワーハラスメントやセクシュアルハラスメント及び妊娠・出産・育児休業等に関
するハラスメントを防止するために、法及び指針において、事業主や労働者に対して、主に以下の
事項について努めることとする「責務規定」が定められています。

１）ハラスメント問題に関する理解と関心を深め、他の労働者（※）に対する言動に必要な注意
を払うこと。

２）事業主の講ずる雇用管理上の措置に協力すること。

※取引先等の他の事業主が雇用する労働者や、求職者も含まれます。

１）職場におけるハラスメントを行ってはならないことその他職場におけるハラスメントに起因
する問題に対する自社の労働者の関心と理解を深めること。
２）自社の労働者が他の労働者（※）に対する言動に必要な注意を払うよう、研修その他の必要
な配慮を行うこと。
３）事業主自身（法人の場合はその役員）が、ハラスメント問題に関する理解と関心を深め、労
働者（※）に対する言動に必要な注意を払うこと。

職場におけるハラスメント防止のための関係者の責務

13



職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関し行うことが望ましい取組

自らの雇用する労働者以外の者（就活生等）に対する言動に関し行うことが望ましい取組

他の事業主の雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為
（いわゆるカスタマーハラスメント） に関し行うことが望ましい取組

○ セクシュアルハラスメント、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント等と一元的に相談に応
じることのできる体制の整備
○ 職場におけるパワーハラスメントの原因や背景となる要因を解消するための取組
・コミュニケーションの活性化・円滑化のための研修等や、適正な業務目標の設定等の職場環境の改善のための取組

○ 労働者や労働組合等の参画を得つつ、アンケート調査や意見交換等を実施するなどにより、雇用管
理上の措置の運用状況の的確な把握や必要な見直しの検討等に努める

○ 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
○ 被害者への配慮のための取組
○ 被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組）

○ 職場におけるパワーハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化等を行う際に、他の事
業主の雇用する労働者、就職活動中の学生等の求職者、個人事業主、インターンシップを行う者
等に対しても同様の方針を併せて示す
○ 雇用管理上の措置全体も参考にしつつ、適切な相談対応等に努める

望ましい取組

14



職場のハラスメントを解決するために

15

○ 労働者が気軽に相談窓口を利用できるようにしましょう

○ 相談・苦情に適切かつ柔軟に対応しましょう

相談・苦情への対応の流れの例
相談窓口について

相談・苦情への対応の流れについて

○ 問題解決後の相談者へのフォローや職場全体としての再
発防止の取組も重要です
発生した事案を職場全体の問題としてとらえ、基本方針
の再確認、防止体制の必要な見直し、労働者への周知、研
修の実施など再発防止のための対策を行い、職場環境の改
善に努めましょう

〇 ハラスメントに関する相談・苦情への対応の流れは、右
の図を参考にしてください



職場のハラスメントの労働者と事業主の紛争は、企業内で自主的に解決することが望
ましいが、解決が困難な場合は、労使いずれからでも労働局に相談し、紛争解決の援
助を求めることができる。

労使間のハラスメント問題の解決法
①労働局長の助言・指導・勧告
②調停 （男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、労働施策総合推進法）

③あっせん（個別労働紛争解決促進法）
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職場のハラスメントのトラブルを解決するために

法律上、事業主に措置義務のあるハラスメント防止措置の実施状況に関し、労働局が調
査を行った結果、法違反が確認されれば、行政指導の対象となる。
男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、労働施策総合推進法に基づくスキーム

報告徴収
（報告の請求）

法違反なし

法違反あり 助言・指導・勧告

望ましい雇用管理に向けた
アドバイス

是正・改善報告

完
了

是正確認

※是正・改善がない場合は企業名公表

打ち切り

解 決

労働局長の
助言・指導・勧告

調停会議によ
る調停

解 決

打ち切り

当事者双方によ
る援助内容の受
け入れ

当事者間の歩み
寄りがない など

当事者双方が調
停案を受諾

当事者の一方が
調停に参加しない、
当事者間の歩み
寄りが困難 など

公正・中立性の高い第
三者機関による援助

行政機関が簡易な手続
きで迅速に行う援助

※労働局の行う紛争解決援助制度はすべて無料。
ただし、強制力はない。
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ハラスメント対策は、制度を作っただけ、周知啓発は１度
実施した、として完成するものではありません。
有効な対策は企業ごとに異なるもので、法律の内容に沿って、
会社の実情を踏まえて対策を充実させる努力を続けましょう。

実効性のある防止対策を実施しましょう！
・社内アンケートの実施（労働者の意識やハラスメントの実態把握）
・定期的な社内研修の実施
・管理職層を中心とした階層別ハラスメント研修や、非正規雇用労働者も含めた研修の実施
・社内周知文書の掲載や更新の都度、全従業員への周知・啓発 など

民事上の責任として損害賠償の請求
民法４１５条の債務不履行責任（安全配慮義務違反）
民法７１５条の使用者責任

モラールの低下⇒生産性の低下⇒業績の悪化、人材流出、訴訟による賠償⇒業績の悪化、
企業イメージの悪化 など

職場のハラスメントによる会社への影響
ご注意ください！

職場のハラスメント防止に向けたポイント
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一歩踏み込んだハラスメント防止対策をするには？

パワーハラスメント対策の好事例

項 目 内 容 業種・規模

①トップのメッセージ
の発信

役員が現場で直接ハラスメント防止指導を行う。 製造・250名

②社内ルールの決定 就業規則、コンプライアンス規定、行動規範等への記載。 複数企業

③アンケートによる実
態の把握

無記名アンケートを毎年実施。結果は全社に公表。意見や質問には、精査したう
えで丁寧に会社の考えを提示。

製造・290名

アンケートを実施したところ、パワハラを受けたことがあると回答した者の割合
が、会社の予想を上回る高い割合だったことから、防止対策を強化。

その他ｻｰﾋﾞｽ・
130名

④教育・研修

各職場単位でのミニ学習会（忙しい中でも10分間、声に出して教材の読み合わ
せを行う）を実施。実施したら人事部門に報告。

小売・3500名

製造部門リーダーには、コミュニケーションスキルを体系的に教育するための研
修を実施（アサーティブ・傾聴・コーチング・ロールプレイング）。

製造・2500名

年４回実施するe-ラーニング研修（ハラスメント対策も含むコンプライアンス遵
守）をクリアしないとイントラネットにアクセスできなくなる。

建設・2500名

⑤社内での周知・啓蒙

イントラネットのトップページに「相談窓口」「通報窓口」のバナーを掲示。 建設・660名

行動規範等を記した携帯用のカードを全社員に配布
その他ｻｰﾋﾞｽ・
44,000名

⑥相談窓口の設置
直属上司の他、コンプライアンス、健康相談室、外部相談窓口の４つの相談ルー
トで万全の受け皿を整備

娯楽・9300名

厚生労働省 平成28年度働きやすい職場環境形成事業 「職場のパワーハラスメント対策取組好事例集」より

参考
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ハラスメント防止対策に活用できる資料

愛媛労働局ホームページ掲載中！！

ハラスメント防止のための
社内周知用資料
研修資料 など

愛媛労働局



〇〇年〇月〇日 

ハラスメントは許しません！！ 
株式会社〇〇〇〇 代表取締役 〇〇〇〇 

 

１ 職場におけるハラスメントは、労働者の個人としての尊厳を不当に傷つける社会的に許されない行為であるとと

もに、労働者の能力の有効な発揮を妨げ、また、会社にとっても職場秩序や業務の遂行を阻害し、社会的評価に影

響を与える問題です。 

  性別役割分担意識に基づく言動は、セクシュアルハラスメントの発生の原因や背景となることがあり、また、妊

娠・出産・育児休業等に関する否定的な言動（不妊治療に対するものを含む）は、妊娠・出産・育児休業等に関す

るハラスメントの発生の原因や背景となることがあります。このような言動を行わないよう注意しましょう。また、

パワーハラスメントの発生の原因や背景には、労働者同士のコミュニケーションの希薄化などの職場環境の問題が

あると考えられますので、職場環境の改善に努めましょう。 

 

２ 我が社は下記のハラスメント行為を許しません。また、我が社の労働者以外の者に対しても、これに類する行為

を行ってはなりません。 

 

 パワーハラスメント 

  優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、労働者の就業環境を

害する行為です。 

 ①暴行・傷害等身体的な攻撃を行うこと 

 ②脅迫・名誉棄損・侮辱・ひどい暴言等精神的な攻撃を行うこと 

 ③隔離・仲間外し・無視等人間関係からの切り離しを行うこと 

 ④業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、仕事の阻害等を行うこと 

 ⑤業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じることや仕事を与えないこと 

 ⑥私的なことに過度に立ち入ることや、性的指向・性自認や病歴、不妊治療等の情報を、本人の了解を得ず他人に

暴露すること 

 

 セクシュアルハラスメント 

  性的な言動への対応によりその者の労働条件に不利益を与えたり、性的な言動により就業環境を害する行為です。 

 ①性的な冗談、からかい、質問 

 ②わいせつ図画の閲覧、配布、掲示 

 ③性的な噂の流布 

 ④身体への不必要な接触 

 ⑤性的な言動により社員等の就業意欲を低下させ、能力発揮を阻害すること 

 ⑥交際、性的な関係の強要 

 ⑦性的な言動に対して拒否等を行った部下等労働者に対する不利益な取扱い 

 ⑧その他、他人に不快感を与える性的な言動 

 

 妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント 

  上司や同僚からの労働者の妊娠・出産や育児休業等の利用に関する言動により、就業環境を害する行為です。 

 ～制度等の利用への嫌がらせ型～ 

 ①部下の妊娠・出産・育児・介護の制度や措置の利用等に関して、解雇その他不利益な取扱いを示唆すること 

 ②部下又は同僚の妊娠・出産・育児・介護に関する制度や措置の利用を阻害すること 

 ③部下又は同僚が妊娠・出産・育児・介護に関する制度や措置を利用したことに対する嫌がらせ等 

 ～状態への嫌がらせ型～ 

④部下が妊娠・出産等したことにより、解雇その他不利益な取扱いを示唆すること 

 ⑤部下又は同僚が妊娠・出産等したことに対する嫌がらせ等 

 

 

３ この方針の対象は、正社員、派遣社員、パート・アルバイト等当社において働いている全ての労働者です。 

  セクシュアルハラスメントについては、事業主、上司、同僚、顧客、取引先等が行為者になり得るものであり、

異性に対する行為だけでなく、同性に対する行為も対象となります。また、被害者の性的指向又は性自認にかかわ

らず、性的な言動であればセクシュアルハラスメントに該当します。 

  妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメントについては、妊娠・出産等をした女性労働者及び育児

休業等の制度を利用する男女労働者の上司及び同僚が行為者となり得ます。 

  ハラスメントは当社の労働者以外の者（他の事業主が雇用する労働者、就職活動中の学生等の求職者、個人事業

主、インターンシップを行っている者及び教育実習生等）に対しても行ってはなりません。 

  相手の立場に立って、普段の言動を振り返り、ハラスメントのない、快適な職場を作っていきましょう。 

 

４ 社員がハラスメントを行った場合、就業規則第△条「懲戒の事由」第◇項、第□項に当たることとなり、処分さ

れることがあります。 

  その場合、次の要素を総合的に判断し、処分を決定します。 

  ①行為の具体的態様（時間・場所（職場か否か）・内容・程度） 

  ②当事者同士の関係（職位等） 

  ③被害者の対応（告訴等）・心情等 

 

５ 相談窓口 

  職場におけるハラスメントに関する相談（苦情を含む）窓口担当者は次の者です。電話、メールでの相談も受け

付けますので、一人で悩まずにご相談ください。 

  また、取引先等の他の労働者や事業主・役員からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為（暴力、

脅迫、ひどい暴言、著しく不当な要求等）にも適切に対応します。実際にハラスメントが起こっている場合だけで

なく、その可能性がある場合や放置すれば就業環境が悪化するおそれがある場合、ハラスメントに当たるかどうか

微妙な場合も含め、広く相談に対応し、事案に対処します。 

  相談には公平に、相談者だけでなく行為者についても、プライバシーを守って対応しますので、安心してご相談

ください。 

相談者はもちろん、事実関係の確認に協力した方に不利益な取扱いは行いません。 

     〇〇課 〇〇〇〇（内線〇〇、メールアドレス〇〇〇） 

     ××外部相談窓口（電話×××、メールアドレス×××） 

 

６ 相談を受けた場合には、事実関係を迅速かつ正確に確認し、事実が確認できた場合には、被害者に対する配慮の

ための措置及び行為者に対する措置を講じます。また、再発防止策を講じる等適切に対処します。 

 

７ 当社には、妊娠・出産、育児や介護を行う労働者が利用できる様々な制度があります。派遣社員の方については、

派遣元企業においても利用できる制度が整備されています。どのような制度や措置が利用できるのかを就業規則等

により確認しましょう。 

  制度や措置を利用する場合には、必要に応じて業務配分の見直しなどを行うことにより、職場にも何らかの影響

を与えることがあります。制度や措置の利用をためらう必要はありませんが、円滑な制度の利用のためにも、早め

に上司や人事部に相談してください。また、気持ちよく制度を利用するためにも、利用者は日頃から業務に関わる

方々とのコミュニケーションを図ることを大切にしましょう。 

  所属長は、妊娠・出産、育児や介護を行う労働者が安心して制度を利用し、仕事との両立ができるようにするた

め、所属における業務配分の見直し等を行ってください。対応に困ることがあれば、本社人事部〇〇課、△△に相

談してください。 

 

８ 職場におけるハラスメント防止研修・講習を実施する際は、積極的に参加してください。 

（R4.1 版） 



















































中小企業の事業主の皆さまへ

月６０時間を超える時間外労働の
割増賃金率が引き上げられます

２０２３年４月１日から

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 25%

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 50%

（2023年３月31日まで）

月60時間超の残業割増賃金率

大企業は 50％（2010年４月から適用）

中小企業は 25％

（2023年４月１日から）

月60時間超の残業割増賃金率

大企業、中小企業ともに50％

※中小企業の割増賃金率を引き上げ

◆改正のポイント
中小企業の月６０時間超の時間外労働に対する割増賃金率が５０％になります

➢2023年４月１日から労働させた時間について、割増賃金の引き上げの対象となります。

業種 ① 資本金の額または出資の総額 ② 常時使用する労働者数

小売業 5,000万円以下 50人以下

サービス業 5,000万円以下 100人以下

卸売業 １億円以下 100人以下

上記以外のその他の業種 ３億円以下 300人以下

（※）中小企業に該当するかは、①または②を満たすかどうかで企業単位で判断されます。



深夜・休日労働の取扱い

代替休暇

月60時間を超える時間外労働を深夜（22:00～5:00）の時間帯に行わせる

場合､深夜割増賃金率25％＋時間外割増賃金率50％＝75％となります。

月60時間の時間外労働時間の算定には、法定休日に行った労働時間は含まれま

せんが、それ以外の休日に行った労働時間は含まれます。

深夜労働との関係

休日労働との関係

月60時間を超える法定時間外労働に対しては、使用者は50％以上の率

で計算した割増賃金を支払わなければなりません。

（※）法定休日労働の割増賃金率は、35％です。

（割増賃金）
第○条 時間外労働に対する割増賃金は､次の割増賃金率に基づき､次項の計算方法によ

り支給する。
（１）１か月の時間外労働の時間数に応じた割増賃金率は、次のとおりとする。この

場合の１か月は毎月１日を起算日とする。
①時間外労働６０時間以下・・・・２５％
②時間外労働６０時間超・・・・・５０％
（以下、略）

（就業規則の記載例）

月60時間を超える法定時間外労働を行った労働者の健康を確保するた

め引き上げ分の割増賃金の支払の代わりに有給の休暇（代替休暇）を

付与することができます。

割増賃金率の引き上げに合わせて就業規則の変更が必要となる場合があ

ります。

｢モデル就業規則｣も参考にしてください。

就業規則の変更



具体的な算出方法（例）

働き方改革推進支援助成金の活用方法（例）

法定休日労働 月60時間を超える時間外労働

➢１か月の起算日は毎月１日
➢法定休日は日曜日
➢カレンダー中の青字は、時間外労働時間数

割増賃金率

♦時間外労働（6 0時間以下）

♦時間外労働（6 0時間超）

♦法定休日労働

カレンダー白色部分 ＝2 5％

カレンダー緑色部分 ＝5 0％

カレンダー赤色部分 ＝35％

日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 5 6

５時間 ５時間 ２時間 ３時間 ５時間

7 8 9 10 11 12 13

５時間 ２時間 ３時間 ５時間 ５時間 ５時間

14 15 16 17 18 19 20

３時間 ２時間 ３時間 ３時間 ３時間

21 22 23 24 25 26 27

３時間 ３時間 ２時間 １時間 ２時間 １時間

28 29 30 31

３時間 １時間 １時間 ２時間

➢時間外労働の割増賃金率
60時間以下･･･25％
60時間超･････50％

●勤怠管理システムを導入

各自の労働時間を 把握し、

業務を平準化

●就業規則に月60時間超の

割増賃金率の規定を改正

労務管理の報告業務が非効率な状
況で、時間外労働時間が月60時間
を超える労働者が複数名存在した

勤怠管理システム導入費用

と就業規則の改正費用に、

働き方改革推進支援助成金

を活用

助成率 75％

一定の要件を満たした場合 80％

上限額 最大250万円

事業場内賃金の引き上げ等の

一定の要件を満たした場合

最大490万円

取り組みの結果、時間外労働時間
が月60時間を超える者がいなく
なった

算出例

［活用例］

1か月の起算日からの時間外労働時間数を累計して60時間を超えた時点

から50％以上の率で計算した割増賃金を支払わなければなりません。

「働き方改革推進支援助成金」は、働き方改革に取り組む中小企業事業

主に、環境整備に必要な費用の一部を国が助成する制度です。



助成金のご案内

労働基準監督署
労働時間相談・支援コーナー

時間外労働の上限規制や年次有給休暇などの法令に関する知識や

労務管理体制についてのご相談に、窓口・電話で対応・支援して

います。

また、ご希望があれば、個別訪問での相談・支援も行っています。

都道府県労働局
・パートタイム労働者、有期雇用労働者関係

：雇用環境・均等部(室)

・派遣労働者関係：需給調整事業部(課･室)

正規雇用労働者と非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用労働

者・派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消に関する相談に応じます。

働き方改革推進支援センター
働き方改革関連法に関する相談、労働時間管理のノウハウや賃金制度

等の見直し、助成金の活用など、労務管理に関する課題について、

社会保険労務士等の専門家が相談に応じます。

産業保健総合支援センター
医師による面接指導等、労働者の健康確保に関する課題について、

産業保健の専門家が相談に応じます。

よろず支援拠点
生産性向上や人手不足への対応など、経営上のあらゆる課題につい

て、専門家が無料で相談に応じます。

ハローワーク
求人充足に向けたコンサルティング、事業所見学会や就職面接会な

どを実施しています。

医療勤務環境改善支援センター
医療機関に特化した支援機関として、個々の医療機関のニーズに応

じて、総合的なサポートをします。

▶「いきサポ」で検索

相談窓口のご案内

働き方改革推進支援助成金
生産性を向上させ、労働時間の縮減等に取り組む中小企業事業主に

対して、その実施に要した費用の一部を助成

業務改善助成金
生産性向上のための設備投資などを行い、事業場内最低賃金を一定

以上引き上げた場合に、その設備投資などにかかった費用の一部を

助成

（2022.4）


